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「こども未来戦略方針」 （令和５年６月1 3日閣議決定）（抄）

Ⅲ．「加速化プラン」～今後３年間の集中的な取組～

Ⅲ－１．「加速化プラン」において実施する具体的な施策

３．共働き・共育ての推進

（１）男性育休の取得促進 ～「男性育休は当たり前」になる社会へ～

○ さらに給付面の対応として、いわゆる「産後パパ育休」（最大28日間）を念頭に、出生後一定期間内に両親ともに育児休
業を取得することを促進するため、給付率を現行の67％（手取りで８割相当）から、８割程度（手取りで10割相当）へと引
き上げる。

○ 具体的には、両親ともに育児休業を取得することを促進するため、男性が一定期間以上の「産後パパ育休」を取得した場
合には、その期間の給付率を引き上げるとともに、女性の産休後の育休取得について28日間（産後パパ育休期間と同じ期
間）を限度に給付率を引き上げることとし、2025年度からの実施を目指して、検討を進める。

（略）

給付面の対応
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育児休業給付の給付率引き上げについて（イメージ）
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給付率2/３
（出産手当金※)

給付率５０％
（育児休業給付金）

出産 育児休業開始 １歳

180日８週間

１歳２月

母

父 給付率６７％
（育児休業給付金）

給付率５０％
（育児休業給付金）

育児休業開始

給付率６７％
（育児休業給付金）

152日（180日－28日）

給付率
６７％

28日

出生時育児休業給付金

※健康保険等により、産前６週間、産後８週間について、過去12ヶ月における平均標準報酬月額の２/３相当額を支給。

○ いわゆる「産後パパ育休」（最大28日間）を念頭に、
○ 出生後一定期間内に両親ともに育児休業を取得することを促進するため、

○ 給付率を現行の67％（手取りで８割相当）から、８割程度（手取りで10割相当）へと引き上げる。
○ 具体的には、･･･男性が一定期間以上の「産後パパ育休」を取得した場合には、

・その期間の給付率を引き上げるとともに、

・女性の産休後の育休取得について28日間（産後パパ育休期間と同じ期間）を限度に給付率を引き
上げる

＜給付イメージ＞

＜「こども未来戦略方針」（令和５年６月13日閣議決定）における記載＞



育児休業給付等に関する論点②

○ 出生後一定期間内に両親ともに育児休業を取得することを促進するため、育児休業

給付の給付率を一定期間に限り、８割程度へと引き上げることとされていることについ

て、どう考えるか。

○ 具体的な制度設計に当たり、以下の点についてどのように考えるか。

・ 「産後パパ育休」のみならず育児休業も対象とすべきか。

・ 「出生後一定期間内に両親ともに育児休業を取得すること」をどのように要件に反映

すべきか。

・ 「一定期間以上の『産後パパ育休』を取得」について、どの程度の期間が妥当か。

・ 一方の親が育児休業を取得することが不可能な場合の扱いについてどうすべきか。
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